
実動組織の広域支援体制

UPZ

原子力災害対策本部
（首相官邸）

愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

災害派遣・原子力災害派遣
全国の陸・海・空の自衛隊による
支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警察による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防が所属する
都道府県単位による支援

巡視船艇・航空機の派遣
全国の管区海上保安本部による
支援

全国の実動組織による支援

現地における
各種要請の集約

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示
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 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、愛媛県、山口県、関係市町からの各種要請を
踏まえ、政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害
対策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組
織（自衛隊、警察、消防、海保庁）による支援を実施。

施設敷地緊急事態からの現地実動組織の体制

 施設敷地緊急事態の時点でPAZ圏内及び予防避難ｴﾘｱの施設敷地緊急事態要避難者の避難が開始される

ことから、地方公共団体で避難手段の確保が困難になった場合に備え、現地事故対策連絡会議を開催する
とともに、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班を設置（対象となる要員は、必要に応じ施設敷地緊急事態に至る前から体
制立ち上げ）。施設敷地緊急事態以降、原子力緊急事態の解除までの間、継続して対応を実施。

※ ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班要員参集前に各種要請があった場合は、ERC実動対処班が連絡・調整を実施
→ 不測の事態における愛媛県、山口県、関係市町からの各種支援の要請に対し、実動組織

（自衛隊、警察、消防、海保庁）が連携のうえ、迅速な対応体制を構築

PAZ圏内及び予防避難ｴﾘｱの

施設敷地緊急事態要避難者※1
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

実動対処班
（原子力規制庁、愛媛県、自衛隊、

警察、消防、海保庁）

＜自衛隊＞

陸上自衛隊中部方面隊
海上自衛隊呉地方総監部
航空自衛隊西部航空方面隊

＜警察＞
愛媛県警察
山口県警察
四国管区警察局
中国管区警察局

＜消防＞
八幡浜地区施設事務組合消防本部
その他関係市町管轄消防機関

＜海保庁＞
松山海上保安部
徳山海上保安部
今治海上保安部
宇和島海上保安部
第六管区海上保安本部

部隊等
派遣

状況報告

対応連絡

現地事故対策
連絡会議※2

ERC
実動対処班

連携

調整

TV会議等を

活用し随時
情報共有

ERC:原子力規制庁緊急時
対応ｾﾝﾀｰ
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愛媛県 山口県 関係市町

在宅の避難行
動要支援者

安定ﾖｳ素剤
服用困難者

小・中・高等学校

（10校）
保育所
（8施設）

社会福祉施設
（4施設）

大分県

※1  全面緊急事態においては、PAZ圏内及び予防避難ｴﾘｱの一般住民、OILによる防護措置実施時にはUPZ圏内のうち対象地域の住民等を対象
※2 全面緊急事態以降は、原子力災害合同対策協議会で情報共有

医療機関
（1施設）



自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応

 自然災害等により、避難経路等を使用した車両等による避難ができない場合は、愛媛県、山口県及び関係
市町からの要請により、実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）による各種支援を必要に応じて実施（放
射性物質の放出量が少ないｹｰｽについては、無理な避難を行わず、自宅等への屋内退避も活用）。
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UPZ

PAZ

三崎港
みさき

三机港
みつくえ

八幡浜港
やわたはま

船舶による
避難

避難先又は陸路で避難可能な
場所までﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより避難

自治体等と連携の上、通行不
能となった道路への他の車両
の流入防止

：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地

：港湾

（凡例）

避難誘導・交通規制用
自動制御告知板：

自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立ち入り制限等

警察組織

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

消防組織

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
漁船等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

海上保安庁

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時のｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ及び除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

防衛省

 愛媛県、山口県と関係市町との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。
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